
款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

交通事故発生件数の削減

目標 実績
達成度
（％）

2

交通事故件数 件 32 40 125.0 30

死亡事故件数 件 0 2

春の交通安全啓発活動
秋の交通安全啓発活動
年末の交通安全啓発活動
早朝啓発街頭活動

0

28 93.3

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

5 5 100.0

目標 実績

早朝啓発街頭活動数 日 12 9 75.0 12 12 100.0

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

交通安全啓発活動回数 日 5 5 100.0

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

その他職員 千円×人役

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 402

0.30 5,968 0.30 5,968 0.30

402 402

正規職員 千円×人役 6,160 0.30 6,160 0.30 5,968

人　件　費 千円×人役 1,848 1,848 1,790 1,790 1,790

一般財源 千円 621 608 599 690 690

そ の 他 千円

地 方 債 千円

事業費等 千円 621 608 599 690 690

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

　　  コスト総額 千円 2,469 2,456 2,389 2,480 2,480

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

事   業   内   容
広く町民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルールの尊守と正しい交通マナーの実践
を習慣づけ、交通事故防止の徹底を図っている

前年度から改善した点 交通安全により関心をもっていただくために、配布物品の内容を変更した。

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

交通安全対策基本法

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 すべての町民 実施期間 ～

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 交通安全対策 （５）主担当者区分 主事

施　　　　策 交通事故のないまちづくり （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 交通安全啓発事業 （２）新規・継続評価の別 継続



３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性

所属長

評価 今後の方向性

Ｃ．事業継続
町の交通安全を図るために、警察や関係団体との連携を深め啓発に努めることが必
要不可欠である

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ｃ．事業継続
今後も警察機関、関係団体と連携を図り、交通事故防止を図るため、積極的に交通
安全啓発活動を実施していく

２
次
評
価

交通安全の意識の高揚を目的としているため。
Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

総合計画の「交通事故のないまちづくり」の考え方に則し、交通安全啓発事業として交通事故防止の抑制に十分に効
果はあるが、啓発方法等について再検討が必要と思われる。

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

交通安全の意識の高揚を目的としているため。
Ｂ．再検討の余地はない

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではない。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

特定の受益者が対象でなく、不特定の町民等が対象となっ
ている。Ａ．保たれている

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

警察・各種団体等で連携している。
Ｂ．行政主体が望ましい

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

可能性は特に見当たらない。
Ａ．現状が望ましい

Ａ．ニーズが増大している事業である

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

町民だれもが交通事故の被害者にならないよう日々感じて
いと思う、継続して広く交通安全の意識の浸透を図ることが
必要である。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

総合計画の「交通事故のないまちづくり」の考え方に則し、
交通安全啓発事業として交通事故防止の抑制に十分に効
果が見込める。Ａ．結びつく

４．評価



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

・カーブミラー及び道路区画線等の効果的な
整備を行う。

目標 実績
達成度
（％）

3 100.0

カーブミラーの設置数 件 15 16 106.7 10

道路区画線等の設置数 件 7 7

・区長、自治会長からの交通安全施設の設
置要望を受け、現場調査を行い、設置の必
要性を検討していく。
・地区懇談会等において、要望等をいただ
き、交通安全の設置について、地元区長等と
協議していく。

100.0 3

10 100.0

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

14 14 100.0

目標 実績

道路区画線等の設置要望数 件 7 7 100.0 3 3 100.0

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

カーブミラーの設置要望数 件 15 18 120.0

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

その他職員 千円×人役

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 402

0.30 5,968 0.30 5,968 0.30

402 402

正規職員 千円×人役 6,160 0.30 6,160 0.30 5,968

人　件　費 千円×人役 1,848 1,848 1,790 1,790 1,790

一般財源 千円 3,768 2,992 2,999 3,000 3,000

そ の 他 千円

地 方 債 千円

事業費等 千円 3,768 2,992 2,999 3,000 3,000

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

　　  コスト総額 千円 5,616 4,840 4,789 4,790 4,790

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

事   業   内   容
道路における危険防止と交通の円滑化を目的に、効果的な交通安全施設の整備を図り、交通
事故の抑制に努めいる。また、住民及び各地区から交通安全対策に対する施設設置要望に
取り組んでいる。

前年度から改善した点 工事時期を分けて、効率よく工事を行った。

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

野木町交通安全条例

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 すべての町民 実施期間 ～

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 交通安全対策 （５）主担当者区分 主事

施　　　　策 交通事故のないまちづくり （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 交通安全施設整備事業 （２）新規・継続評価の別 継続



３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性

所属長

評価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 安全安心のまちづくりのため、必要不可欠な事業と考える

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ｃ．事業継続
今後も、地域の住民の皆様の協力を得ながら、警察機関と連携し、交通事故防止を
図るため交通安全施設を設置していきたい

２
次
評
価

要望件数が多いため事業が終了することはない。
Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

総合計画の「交通事故のないまちづくり」の考え方に則し、交通安全事業として交通事故防止の抑制に十分に効果は
あるが、地域からの要望を精査するため、設置するまでに時間を要しているので、要望から設置までスピードかする必
要がある。

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

地域の要望に基づき整備することが妥当である。
Ｂ．再検討の余地はない

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではない。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

要望箇所のうち、設置の必要性が高い箇所から設置してい
る。（設置しない箇所については、要望者に説明し納得して
もらっている。）Ｂ．概ね保たれている

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

可能性は特に見当たらない。
Ｂ．行政主体が望ましい

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

可能性は特に見当たらない。
Ａ．現状が望ましい

Ａ．ニーズが増大している事業である

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

自治会・地域住民の交通安全対策への意識が向上している
ので、適正に整備する必要がある。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

交通安全対策の事業として十分に効果が見込まれる。
Ａ．結びつく

４．評価



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

防犯灯の効果的な整備を行う。

目標 実績
達成度
（％）

犯罪灯の設置数 件 2,540 2,546 100.2 2,570

区長から設置要望を受け、現地調査を行い、
設置の必要性を検討していく。
・地区懇談会等において、要望等をいただ
き、防犯灯の設置について、地元区長等と協
議していく。

2,570 100.0

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

28 28 100.0

目標 実績

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

防犯灯の設置要望数 基 21 21 100.0

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

その他職員 千円×人役

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 402

0.30 5,968 0.30 5,968 0.30

402 402

正規職員 千円×人役 6,160 0.30 6,160 0.30 5,968

人　件　費 千円×人役 1,848 1,848 1,790 1,790 1,790

一般財源 千円 347 890 970 900 900

そ の 他 千円

地 方 債 千円

事業費等 千円 347 890 970 900 900

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

　　  コスト総額 千円 2,195 2,738 2,760 2,690 2,690

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

事   業   内   容
町内に防犯灯の新設及び維持管理を行う。区からの設置要望を受け、現地調査・工事発注を
行う。

前年度から改善した点 予算に応じて各区で、設置基数を統一した。

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

防犯灯設置内規

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 すべての町民 実施期間 ～

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 防犯対策 （５）主担当者区分 主査

施　　　　策 犯罪のないまちづくり （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 防犯灯整備事業 （２）新規・継続評価の別 継続



３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性

所属長

評価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 犯罪抑止の効果が大きい事業であるので、継続していくべきと考える

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 今後も地域の現状に応じて防犯灯を設置し、安全安心のまちづくりを推進したい

２
次
評
価

要望件数が多いため事業が終了することはない。
Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

総合計画の「犯罪のないまちづくり」の考え方に則し、防犯対策を強化するための事業として十分に効果はあるが、設
置後における適性な点検作業を実施することで機器等の長寿命化を図って行く。又、リース事業として委託する灯数を
検討する必要がある。

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

地域の要望に基づき整備することが妥当である。
Ｂ．再検討の余地はない

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではない。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

要望箇所のうち、設置の必要性が高い箇所から設置してい
る。（設置しない箇所については、要望者に説明し納得して
もらっている。）Ａ．保たれている

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

可能性は特に見当たらない。
Ｂ．行政主体が望ましい

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

可能性は特に見当たらない。
Ａ．現状が望ましい

Ａ．ニーズが増大している事業である

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

自治会・地域住民の防犯への意識が向上しているので、適
正に整備する必要がある。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

防犯対策事業として十分に効果が見込まれる。
Ａ．結びつく

４．評価



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

（４）
担当
部署

部(局)

（５）主担当者区分

総合政策部

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

災害対策基本法

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

施 策 分 野 防災対策 主任

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

施　　　　策 防災活動の支援 （６）関連する課

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 防災・減災に関する事務 （２）新規・継続評価の別 継続

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 すべての町民 実施期間 ～

事   業   内   容

平成27年度
（実績）

平成28年度
（実績）

平成29年度
（実績）

　　  コスト総額 千円

災害に対する予防応急対策が的確・円滑に実施できるよう準備しておく。

前年度から改善した点 TwitterやFacebookを利用し、災害等の情報を住民に提供できるようにした。

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目 ８ １ ５

平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

事
業
費

区　　分 単位

一般財源 千円 9,442 921 

0 11,411

事業費等 千円 0 9,442 921 17,509 0

2,832 19,420 0

国支出金 千円

県支出金 千円

地 方 債 千円

17,509 

人　件　費 千円×人役 0 1,969 1,911

そ の 他 千円

財
源
内
訳

1,911 0

正規職員 千円×人役 6,160 6,160 0.30 5,968

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 0.30 402 0.30 402 0.30 402

３．活動指標・成果指標

その他職員 千円×人役

0.30 5,968 0.30 5,968

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

防災計画の改定 回 1 1 100.0 

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

0 0 #DIV/0!

洪水ハザードマップの見直し 回 1 1 100.0 0 0 #DIV/0!

避難所運営マニュアルの作成 回 1 0 0.0 1 1 100.0 

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

防災訓練 回 0 0 #DIV/0!

200 100.0 

・防災計画の随時見直し
・洪水ハザードマップの見直し
・避難所運営マニュアルの作成

・作成した計画等に基づき、各種訓練の実施
・備蓄品の購入

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

災害用備蓄品（主食） 食 1,000 1,000 100.0 200 

1 1 100.0 



４．評価

（
１

）
必
要
性

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

東日本大震災及び関東東北豪雨等を経験し、また、全国各
地で毎年災害が発生しているため、住民の防災意識が高
まっている。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため。

評　価
理
　
由

可能性は特に見当たらない。

Ａ．結びつく

Ａ．ニーズが増大している事業である

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

行政が行うべき業務であるため。しかし、住民協力や民間企
業の協力は必要となる。Ｂ．行政主体が望ましい

Ａ．現状が望ましい

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

洪水ハザードマップを見直し、避難所運営マニュアル及びBCP(事業継続計画）を平成３０年度中に作成しなければな
らない。
備蓄品の購入は、廃棄年度等を勘案して購入する。また、主食や保存水を中心に備蓄を増やしているが、各防災倉庫
のスペースに限りがあるため、食糧、飲料、生活用品を提供してくれる企業等との防災協定も勧めていく。

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではない。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

町内全域を対象としているため。
Ａ．保たれている

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

５．今後の課題・方向性

Ａ．事業拡大
災害時の被害を最小限にするため、随時、計画策定・計画変更等を行い、訓練など
を通して検証を行う。また、備蓄品の確保にも努める

３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性

２
次
評
価

所属長

１
次
評
価

担当
係長

Ａ．事業拡大

評価 今後の方向性

有事に備え、事業の充実に努めるべきと考える。

防災に対する対応は、十分でないため
Ａ．事業終了の可能性はない

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

防災に対する資材等は、十分でないため
Ａ．成果（サービス）向上や改善の余地がある

（
４

）
総
合
評
価

評　価 今後の方向性



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 自主防災組織に関する事務 （２）新規・継続評価の別 継続

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 防災対策 （５）主担当者区分 主任

施　　　　策 防災活動の支援 （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

事   業   内   容

　阪神淡路大震災以降、自主防災組織の結成が推進されている。本町においても、災害対策
基本法の趣旨に沿い、当該組織の結成を推進している。
　町では、自主防災組織に対して防災訓練や研修会への支援、運営費や資機材の整備補助
を実施している。現在も、全地区に自主防災組織が結成されるよう推進している。

前年度から改善した点 平成30年度に友沼区に自主防災組織設置に向け情報提供等を行った

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

災害対策基本法

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 自主防災組織の会員 実施期間 ～

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目 ８ １ ５

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

　　  コスト総額 千円 0 1,578 1,776 1,779 0

事業費等 千円 0 266 502 505 0

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

そ の 他 千円

地 方 債 千円

人　件　費 千円×人役 0 1,312 1,274 1,274 0

一般財源 千円 266 502 505

正規職員 千円×人役 6,160 6,160 0.20 5,968

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 0.20 402

0.20 5,968 0.20 5,968

0.20 402 0.20 402

その他職員 千円×人役

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

地区防災訓練実施 回 4 4 100.0 

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

防災研修会参加 回 1 1 100.0 1 0 0.0 

・町と自主防災組織との連携強化を図る。
・各自主防災組織が実施する防災訓練を積
極的に支援していく。
・防災研修会等への参加を促す。
・防災士の資格取得費の補助を実施。

30.8 13 

8 160.0 

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

4 4 100.0 

目標 実績

4 30.8 

防災士数 名 5 10 200.0 5 

自主防災組織数 組織 13 4 

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

・地域の防災体制の強化が図れる。

目標 実績
達成度
（％）



４．評価

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

全国各地で発生する大規模な災害に備え、自主防災組織
の必要性が高まっている。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．結びつく

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

この事業は、行政と自主防災組織が一体となって行うもので
あるため。Ｂ．行政主体が望ましい

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

全町避難訓練と各自主防災組織の防災訓練を同日に行
い、効果を高めたい。Ｂ．検討の余地あり

Ａ．ニーズが増大している事業である

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではない。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

町内全域を対象としているため。
Ａ．保たれている

町内全域の自主防災設置
Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

現在、自主防災組織は町内４団体（新橋、丸林、松原、野木）であるが、町内全区域に設置されるよう支援していく。
各避難所あたり３名程度の防災士が配置できるように、防災士を育成する。

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

町内13区中、４区に自主防災組織が設置されているので、
町内全区の自主防災組織設置を推進していくＡ．成果（サービス）向上や改善の余地がある

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

所属長

評価 今後の方向性

Ａ．事業拡大
自助、共助の考え方を進める上でも、町内すべてに組織されるよう事業を推進してい
く

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ａ．事業拡大
自主防災組織の町内全域への設置を推進していくとともに、自主防災組織及び関係
機関と連携し、防災訓練を実施していく

２
次
評
価

３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 危機管理に関する事務 （２）新規・継続評価の別 継続

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 防災対策 （５）主担当者区分 主任

施　　　　策 防災活動の支援 （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

事   業   内   容

　「全国瞬時警報システム（JーALERT)」を整備し、防災行政無線、登録制メール「防災たより」
を活用し、町民の皆様に瞬時に伝達している。定期的にシステムの通信訓練を実施している。
　大雨や大雪等の気象警報・特別警報、大型の地震の震度速報、ゲリラ攻撃情報等の国民保
護関係情報など、緊急性のある防災に関わる情報を配信している。

前年度から改善した点 登録制メールを使ってJアラート以外の野木町独自の情報も配信するようにした。

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

災害対策基本法

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 全ての町民 実施期間 ～

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目 ８ １ ５

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

　　  コスト総額 千円 0 98,768 16,223 15,569 0

事業費等 千円 0 97,456 14,949 14,295 0

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

そ の 他 千円

地 方 債 千円

人　件　費 千円×人役 0 1,312 1,274 1,274 0

一般財源 千円 97,456 14,949 14,295

正規職員 千円×人役 6,160 6,160 0.20 5,968

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 0.20 402

0.20 5,968 0.20 5,968

0.20 402 0.20 402

その他職員 千円×人役

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

国民保護計画の改定 回 1 0 0.0 

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

防災たよりの登録（広報等周知） 回 3 3 100.0 3 1 33.3 

・国民保護計画の改定
・Ｊ-ALERTを整備し、万一に備えて準備して
いる。
・防災たよりの登録を推進していく。

100.0 2 

2 100.0 

512 102.4 

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

1 0 0.0 

目標 実績

2 100.0 

Ｊ-ALERT通信訓練数 回 2 2 100.0 2 

防災行政無線設置工事 基 6 6 

防災たより登録者数 名 500 641 128.2 500 

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

・Ｊ-ALERTの定期的な通信訓練を実施。
・防災行政無線の増設。
・防災たより登録者数を増加させる。

目標 実績
達成度
（％）



４．評価

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

町民の生命・財産を守るためには、瞬時に情報を伝達するこ
とが不可欠であるため、情報伝達手段（J-ALERT、防災無
線、防災たより）の整備が必要である。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．結びつく

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

行政が行うべき業務であるため。
Ｂ．行政主体が望ましい

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

情報伝達手段については、随時検討し、効果の高い方法に
変更していかなければならない。Ｂ．検討の余地あり

Ａ．ニーズが増大している事業である

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではない。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

防災行政無線の音達エリアが全町をカバーしていないた
め。Ｂ．概ね保たれている

防災行政無線を全町カバーできるまで継続する。登録制
メールは、野木町の世帯数を目標に推進していく。Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

平成１９年度に国民保護計画を作成したが、未だ改定されていないため平成３０年度中に改定しなければならない。
防災行政無線を浸水想定区域を中心に設置していく

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

防災行政無線設置箇所が計画数の半分に満たない状況で
あり、また、登録制メールについても継続して、登録数を増
やす必要があるためＢ．再検討の余地はない

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

所属長

評価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 災害時の情報伝達に支障が出ないよう事業の継続が必要不可欠である

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 限られた予算を有効に活用し、効果的な情報伝達体制を構築していく

２
次
評
価

３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 消防施設整備・維持管理に関する事務 （２）新規・継続評価の別 継続

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 防災対策 （５）主担当者区分 主事

施　　　　策 防災対策の推進 （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

事   業   内   容
火災・災害に備え、消火栓や防火水槽を整備・点検・修繕し、町民の安全・安心を確保してい
る。

前年度から改善した点 修繕すべき箇所を把握し、優先順位をつけた。

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

消防法

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 すべての町民 実施期間 ～

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目 ８ １ ３

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

　　  コスト総額 千円 0 15,964 21,750 22,204 0

事業費等 千円 0 14,116 19,960 20,414 0

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

そ の 他 千円

地 方 債 千円

人　件　費 千円×人役 0 1,848 1,790 1,790 0

一般財源 千円 14,116 19,960 20,414

正規職員 千円×人役 6,160 6,160 0.30 5,968

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 402

0.30 5,968 0.30 5,968

402 402

その他職員 千円×人役

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

消防水利点検 回 60 60 100.0

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

　防火水槽、消火栓、水利標識等の設置・修
繕等を実施。

0.0 1

0.0

0.0

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

60 60 100.0

目標 実績

0.0

防火水槽修繕 件 3 3 100.0 3

消火栓修繕 件 1 0

水利標識等修繕 件 2 2 100.0 2

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

火災が発生した場合、迅速な消火活動が実
施できる。

目標 実績
達成度
（％）



４．評価

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

町民には、消防施設の故障等が把握できないため、横ばい
である。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．結びつく

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

行政が行うべき業務であるため。
Ａ．実施済み・できない

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

可能性は特に見当たらない。
Ａ．現状が望ましい

Ｂ．ニーズが横ばいの事業である

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではない。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

町内全域で修繕が必要な消防水利施設を修繕しているた
め。Ａ．保たれている

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

・効率よく、消防施設の整備・維持管理をしていく必要がある。

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ｂ．再検討の余地はない

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

所属長

評価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 火災・災害時に備え、維持管理は必要不可欠な事業である

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 消防設備については、有事に備え常に点検し、必要に応じ修繕していく

２
次
評
価

３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 消防団に関する事務 （２）新規・継続評価の別 継続

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 防災対策 （５）主担当者区分 主事

施　　　　策 消防体制の充実 （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

事   業   内   容
年間を通し、町消防団の各種訓練等（夏季点検、水防訓練、ポンプ操法大会、通常点検、中
継送水訓練、各種教育・研修等）を実施し、団員の士気を高め、消防技術を向上させ消防体
制の充実を図っている。

前年度から改善した点 消防団をサポートする事業を設け、団員確保に努めた。

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

消防団設置等に関する条例

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 野木町消防団員 実施期間 ～

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

　　  コスト総額 千円 0 27,695 26,076 29,624 0

事業費等 千円 0 25,847 24,286 27,834 0

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

そ の 他 千円

地 方 債 千円

人　件　費 千円×人役 0 1,848 1,790 1,790 0

一般財源 千円 25,847 24,286 27,834

正規職員 千円×人役 6,160 6,160 0.30 5,968

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 402

0.30 5,968 0.30 5,968

402 402

その他職員 千円×人役

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

幹部会開催 回 5 5 100.0

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

夏季・通常点検の開催 回 2 2 100.0 2 2 100.0

ポンプ操法訓練の実施 回 30 30 100.0 30 30 100.0

小山市消防署野木分署との連携を図り、消
防体制の充実を図る。

0

1

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

5 5 100.0

目標 実績

3

水防活動 回 0 1 0

消防活動 回 0 5

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

火災件数の減

目標 実績
達成度
（％）



４．評価

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

消防団の主な活動は、火災予防・消火活動であったが、現
在は、災害発生時に強力な動員力を持つ消防機関として必
要不可欠となっているため。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．結びつく

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

行政が行うべき業務であるため。
Ａ．実施済み・できない

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

活動意欲の低下の可能性があるため。
Ａ．現状が望ましい

Ａ．ニーズが増大している事業である

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

受益者負担を要する事業ではないため。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

町内全域で活動を実施しているため。
Ａ．保たれている

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

・団員に安全な活動を実施してもらうため、安全教育の徹底を図らなければならない。
・団員確保のため、消防団の活動を町民に広く周知しなければいけない。

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ｂ．再検討の余地はない

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

所属長

評価 今後の方向性

Ａ．事業拡大
現消防団の体制の維持は言うまでもないが、機能別団員制度等の確立により災害発
生時の充実が図れると考える

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ａ．事業拡大
災害時に備え、消防団員確保の必要性があるとともに、新たに機能別団員制度や災
害時団員制度なども確立する必要がある

２
次
評
価

３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性



款 項 目

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

平成３０年度　野木町総合計画進行管理　兼　事務事業評価シート（平成２９年度実績分）

１．事業の位置づけ

（１）事務事業名 常備消防事務委託に関する事務 （２）新規・継続評価の別 継続

（３）総合計画
　　　施策体系
　　　における
　　　位置づけ

施 策 体 系 施策分野別計画
（４）
担当
部署

部(局) 総合政策部

施 策 分 野 防災対策 （５）主担当者区分 主事

施　　　　策 消防体制の充実 （６）関連する課

基 本 目 標 活力に満ちたのびゆくまち 課 総務課

分野別目標 生命・財産を守るまちづくり 係 消防交通係

事   業   内   容
　昭和60年より、野木町の消防事務を小山市に委託している。委託費用は、野木分署に係る
経費（人件費含む）である。また、年２回小山市と野木町で事務連絡協議会を開催し、委託の
内容について協議している。

前年度から改善した点 特になし。

（７）根拠法令・条例・規則
　　　・要綱等

地方自治法２５２条の１４

２．事業内容・投入コスト

（
１

）
事
　
業
　
内
　
容

事業の対象になる相手方 すべての町民 実施期間 ～

（
２

）
投
入
コ
ス
ト

会　　計 010　一般会計 予 算 科 目 ８ １ １

事
業
費

区　　分 単位
平成27年度

（実績）
平成28年度

（実績）
平成29年度

（実績）
平成30年度
（見込み）

平成31年度
（見込み）

　　  コスト総額 千円 0 225,757 218,712 226,963 0

事業費等 千円 0 223,909 216,922 225,173 0

財
源
内
訳

国支出金 千円

県支出金 千円

そ の 他 千円

地 方 債 千円

人　件　費 千円×人役 0 1,848 1,790 1,790 0

一般財源 千円 223,909 216,922 225,173

正規職員 千円×人役 6,160 6,160 0.30 5,968

正規職員時間外勤務 千円×人役 402 402 402

0.30 5,968 0.30 5,968

402 402

その他職員 千円×人役

３．活動指標・成果指標

（
１

）
活
動
指
標

事務・事業を実行するための手段

達成度
（％）

中継送水訓練 回 1 1 100.0

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

水防訓練 回 1 1 100.0 1 1 100.0

ポンプ操法訓練 回 1 1 100.0 1 1 100.0

小山市消防署野木分署との連携を図り、消
防体制の充実を図る。

3

目標 実績
達成度
（％）

目標 実績

1 1 100.0

目標 実績

火災件数 件 0 5 0

（
２

）
成
果
指
標

事務・事業を実行したことによる成果

指標名
単
位

平成２８年度 平成２９年度

達成度
（％）

火災件数の減

目標 実績
達成度
（％）



４．評価

町民のニーズに即した
事務・事業か

評　価
理
　
由

防災活動を実施する上で、小山消防との連携は不可欠であ
るため。

総合計画の目標に結
び付く事務・事業か

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．結びつく

（
２

）
効
率
性

事務・事業の実施に係
る民間活力利用の可
能性はあるか

評　価
理
　
由

訓練等の実施の際は、十分な打合せを行い実施し、また、
火災予防については、広報啓発活動を実施し周知した。Ａ．実施済み・できない

（
１

）
必
要
性

類似事業との統合・連
携や予算やコスト削減
の可能性はあるか

評　価
理
　
由

行政が行うべき業務であるため。
Ａ．現状が望ましい

Ａ．ニーズが増大している事業である

事業の受益者負担割
合は妥当か

評　価
理
　
由

町民を対象としているため。
Ａ．妥当である

（
３

）
公
平
性

事業の受益者に偏りが
なく公平性保たれてい
るか

評　価
理
　
由

町内全域を対象としているため。
Ａ．保たれている

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ａ．事業終了の可能性はない

５．今後の課題・方向性

（
１

）
改
善
点

主
担
当
者

・火災、災害時にスムーズな対応をとるため、さらに小山市消防署（野木分署）との連携を図っていく。

（
４

）
総
合
評
価

事業再検討の余地

評　価
理
　
由

生命・財産を守るまちづくり事業であるため
Ｂ．再検討の余地はない

事業終了の可能性・
終了条件の有無

評　価
理
　
由

所属長

評価 今後の方向性

Ｃ．事業継続 火災・災害に対応するため、必要不可欠であり、さらに連携を深める必要がある

（
２

）
評
価
・
今
後
の
方
針

１
次
評
価

担当
係長

評　価 今後の方向性

Ｃ．事業継続
火災・災害時に備え迅速・的確な活動ができるよう、平常時から小山消防署野木分署
との連携を図っていく

２
次
評
価

３
次
評
価

町長

評　価 今後の方向性


